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府中市一般廃棄物処理基本計画改定支援業務委託仕様書 

 

１ 件名 

  府中市一般廃棄物処理基本計画改定支援業務委託 

 

２ 業務の目的 

  府中市一般廃棄物処理基本計画（以下「計画」という。）は、廃棄物の処理及

び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１３７号）（以下「法」という。）第６

条第１項の規定に基づき本市が策定する一般廃棄物処理計画のうち、ごみや生

活排水の適正処理及び３Ｒ（リデュース・リユース・リサイクル）の推進など

に係る本市の長期的視点に立った一般廃棄物処理の基本方針となる計画である。

現行の計画期間は令和５年度から令和１４年度の１０年間だが、今回は、現行

計画策定（改定）から５年が経過した令和１０年度からの１０年間を新たな期

間とする計画を、令和８年度と令和９年度の２年間で策定（改定）する予定で

ある。 

  業務に当たっては、「ごみ処理基本計画策定指針（環境省大臣官房廃棄物・リ

サイクル対策部廃棄物対策課。平成２８年９月）」、「法第６条第１項の規定に基

づく生活排水処理基本計画の策定に当たっての指針について（厚生省生活衛生

局水道環境部環境整備課。平成２年１０月８日）」及び「食品ロスの削減の推進

に関する基本的な方針（閣議決定。令和２年３月３１日、令和７年３月２５日

変更）」に基づき、これまでの本市の廃棄物施策に関する評価を実施し、国・都

等の動向や３Ｒの技術動向等の社会情勢の変化、本市の状況等を踏まえて調査・

研究を行い、効果的なごみ減量・資源化施策の提案を行い、府中市廃棄物減量

等推進審議会（以下「審議会」という。）の運営支援などに係る業務について、

知識、技術、経験等を有する事業者に委託しようとするものである。 

 

３ 履行期間 

  令和８年８月１７日から令和１０年３月３１日まで 

  

４ 業務内容 

  委託業務については、原則として次の内容を想定している。ただし、受託者

による提案を受け、内容を修正又は追加する可能性がある。なお、計画改定の

期間は、令和８年度及び令和９年度の２か年を予定している。 

 (1)  現行計画の評価 

   現行計画（令和４年度策定の一般廃棄物処理基本計画）の達成状況を確認

するため、各項目の進捗状況や今後の方向性を評価する。 

 (2)  市民アンケート調査及びごみ組成分析の実施 

   受託者は、計画における廃棄物行政に関する本市の現状を把握及び分析す
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るための基礎資料とするため、市民の家庭における取組状況や要望等につい

てアンケート調査（以下「市民アンケート調査」という。）やごみ組成分析を

行い、集計・分析結果等を取りまとめる。 

   なお、市民アンケート調査及びごみ組成分析に関する詳細は次のとおりで

あるが、必要な変更には適宜応じるものとする。 

  ア 市民アンケート調査 

   (ｱ)  調査対象者及び標本数  

住民基本台帳から無作為に抽出した世帯 ２，０００票 

   (ｲ) 調査票の作成 

     現行計画で実施した調査及び現在の課題や社会変化などを踏まえ、本

市独自の設問を加えた調査票を新たに設計する。受託者は、調査票設計

に関する助言、情報提供、素案の提案及び調査票の原稿作成を行う。 

   (ｳ)  調査方法 

     郵送により配布し、回収は郵送及びインターネットの併用により行う。

調査票、発送用封筒、返信用封筒の作成及び印刷、封入・封かん及び宛

名ラベルの貼付の作業、調査票の発送などを、受託者の負担（作業及び

費用）により行う。なお、対象者の抽出、宛名ラベルの作成及び封筒の

提供は委託者が行う。 

   (ｴ)  対象者の抽出及び宛名ラベルの作成 

     対象者については、委託者が住民基本台帳から無作為に抽出して行う。

宛名ラベルについては、委託者が調査票発送用及び礼状兼督促状発送用

の計２部を作成し、受託者に提供する。 

   (ｵ)  実施期間 

     調査票の発送から回答締め切りまでの期間は、おおむね令和８年９月

から同年１０月までの間とする。 

   (ｶ)  調査の集計・分析 

     受託者は、市民アンケート調査の結果について集計を行う。集計の項

目は委託者と協議の上、作業を行う。さらに、集計結果については、表、

グラフ等を作成して、項目ごとに分析を行う。 

   (ｷ)  調査結果の取りまとめ 

     受託者は、市民アンケート調査の結果を取りまとめたものを計画素案

（現況や課題、将来予測等を取りまとめたもの）内に掲載すること。調

査の概要（まとめ及び課題）、調査の詳細（方法、結果等）、分析内容（解

説）、資料などを掲載するとともに、図表やイラスト等を用いて分かりや

すい構成とする。 

  イ ごみ組成分析 

   (ｱ)  実施済の調査結果を用いた分析 

     委託者が毎年実施している「府中市ごみ組成分析委託調査」の最新の
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結果を利用して分析を行い、全市平均組成比率を算定する（受託者自身

でごみ組成調査を実施するわけではないことに注意すること。）。 

   (ｲ) 調査結果の取りまとめ 

     受託者は、ごみ組成分析の結果を取りまとめたものを計画素案（現況

や課題、将来予測等を取りまとめたもの）内に掲載すること。 

 (3)  家庭廃棄物処理手数料等に係る調査・検討 

本市において平成２２年２月に導入した家庭廃棄物処理手数料（いわゆる

「ごみ袋の有料化」）（府中市廃棄物の処理及び再生利用に関する条例別表に

規定）については、その導入から１５年が経過しているが、その間に料金改

定などを行っていない。このテーマについて一定の考察を加えることが求め

られている昨今、今回の改定計画には今後の方向性（据え置き又は値上げ、

値下げ等）を盛り込む予定であり、手数料導入時においてもその料金等が廃

棄物減量等推進審議会の議論を経て決定された経緯を鑑み、今回もこのテー

マについて調査・検討を行う。その結果を計画素案に盛り込み、それをたた

き台資料として（主に令和９年度中の）廃棄物減量等推進審議会に付するこ

とによって、議論の一助とする予定である。 

   令和８年度中には、過去の廃棄物減量等推進審議会の資料などを紐解き、

現在の料金などが決まった経緯を明らかにしつつ、社会情勢や市民要望、近

隣市などの状況なども加味して、計画素案内にこのテーマに関連した資料を

作成する。令和９年度中には、廃棄物減量等推進審議会からの意見や要望な

ども加味してこの資料を適宜修正しつつ、最終的には今後の方向性（据え置

き又は値下げ等）を示す予定である。 

 (4)  市町村食品ロス削減推進計画の作成支援 

  ア 現況の分析、目標値の設定及び施策の提案 

国や都が策定する食品ロス削減に関する指針、計画等を理解するととも

に、本市の現況及び現行の食品ロス削減推進計画を分析し、目標値の設定

及び施策の提案を行うこと。 

    なお、目標値の設定及び施策の提案に当たっては、国及び都並びに他の

自治体の動向を踏まえ、本市の地域特性を反映した提案を行うこと。 

  イ 食品ロス削減に関する情報収集及び分析 

    本市の地域特性を把握するため、必要に応じて市の統計資料を利用する

とともに、ごみ組成分析の結果を踏まえること。 

    また、食品ロス削減に関する他自治体等の資料、施策及び動向を整理し、

本市における施策の提案に活用すること。 

 (5)  生活排水処理基本計画の作成支援 

   生活排水処理基本計画については、現行計画の枠組を継承し、生活排水処

理の現状を分析し、今後の処理量の推計を行うこと。 

 (6)  廃棄物減量等推進審議会の運営支援 
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  ア 受託者は、本市が設置する審議会の運営支援業務について、次のとおり

実施する。 

   (ｱ)  計画改定に当たり開催する審議会への出席 

   (ｲ)  審議会にて使用する各種提出資料の作成 

   (ｳ)  審議会における委員への資料説明、質疑への対応など 

   (ｴ)  本市事務局及び審議会の代表者などとの打合せへの出席 

   (ｵ)  審議会による計画の改定に係る答申書の作成 

    ※ 審議会議事録の作成は本件委託業務に含めない。 

  イ 審議会の延べ開催予定回数は次のとおりであるが、検討内容又は進捗状

況に応じて開催回数が増減することもあるため、受託者は開催回数の増減

に対応可能な体制を構築するものとする。なお、各審議会は１回当たり２

時間から３時間程度を予定しているが、審議会の進行により時間の超過が

発生する場合があるため、この点についてもあらかじめ考慮するものとす

る。 

   (ｱ)  令和８年度 １回 

   (ｲ)  令和９年度 ５回 

 (7)  計画素案及び計画書等の作成等 

   受託者は、計画改定に必要な次の作業を実施する。なお、各作業に際して

は、現行計画及び本件計画の上位計画である府中市総合計画、府中市環境基

本計画、府中市災害廃棄物処理計画その他関連計画等との整合性を確保して

実施すること。 

  ア 令和８年度 

現行計画の評価、市民アンケート調査、ごみ組成分析の結果、家庭廃棄

物処理手数料等に係る調査・検討結果及び審議会の検討結果等を踏まえ、

計画素案（現況や課題、将来予測等を取りまとめたもの）を作成する。 

  イ 令和９年度 

   (ｱ) 計画案の作成 

     計画素案を基に審議会の検討結果等を踏まえた補修正を行い、計画案

を作成する。 

   (ｲ)  パブリック・コメントの実施支援 

     計画案を基に、本市の実施するパブリック・コメントに関する資料作

成等の必要な支援を実施する。 

   (ｳ)  答申書の作成 

     計画案を基に、パブリック・コメントの結果を踏まえた補修正を行い、

審議会による答申書を作成する。 

   (ｴ)  計画書の作成 

     答申書を基に、所要の補修正を行い、本市が改定する計画の計画書（冊

子（概要版を含む。））を作成する。計画書には、表紙と目次を付けるほ
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か、計画の背景、計画の位置付け、計画の期間、計画改定体制、現状解

説（市民アンケート調査等）、基本理念等、計画体系、個別の目標や施策

の内容などを記載するとともに、専門性の高い用語の解説や図表、イラ

スト、写真等を用いて分かりやすく読みやすい構成とする。 

     なお、法に基づく市町村一般廃棄物処理基本計画として必須とされる

事項については、漏れなく記載すること。 

 

５ 改定に含むべき視点、必要事項 

 (1) 国や社会全体の動向を注視し、新たな廃棄物行政に関する制度や昨今の傾

向（処理の広域化や民間事業者との協働等）、及び地球環境衛生を取り巻く課

題（ＳＤＧｓ、温室効果ガス削減、サーキュラーエコノミー等）についての

情報収集、分析及び研究を行うとともに、廃棄物行政におけるデジタルトラ

ンスフォーメーション（ＤＸ）の活用等、最新情報技術の視点も取り入れ、

本市に対し適宜有用な情報提供や助言、提案等を行うものとする。 

 (2) 既存の各種行政資料を活用するなどにより本市の廃棄物行政を取り巻く現

状や特徴、本市がこれまで進めてきた施策の実績や方向性を踏まえ、本市に

最適な助言や提案等を行うものとする。また、これらの助言や提案等に際し、

市民、事業者、行政等ステークホルダーの果たすべき役割を明確に示すもの

とする。 

 

６ 技術者の配置 

  受託者は、過去に他自治体において廃棄物処理計画の策定又は改定を行った

ことがある技術者を主任技術者として配置し、業務を遂行するものとする。な

お、この主任技術者は直接雇用する者であることとし、労働基準法を始め関係

法令を遵守し、業務を履行しなければならない。 

 

７ 提出すべき成果物及び提出期限 

 (1) 審議会資料（随時。紙資料及び電子データ） 

 (2)  府中市一般廃棄物処理基本計画素案（審議会（令和９年２月（予定）開催

分以降））に叩き台として供するもの）（市民アンケート調査結果、ごみ組成

分析調査結果を含むもの）（紙資料及び電子データ） 

令和９年１月まで（予定） 

 (3)  府中市一般廃棄物処理基本計画案（パブリックコメントに供するもの） 

令和９年９月まで（予定）（紙資料及び電子データ） 

 (4)  答申書 １部（紙資料及び電子データ） 

   令和９年１２月まで（予定） 

 (5)  府中市一般廃棄物処理基本計画 製本７０部（Ａ４判・本編８０ページ程

度及び資料編４０ページ程度・表紙及び本文ともにカラーの電子データ） 



- 6 - 

   令和１０年３月まで 

 (6)  府中市一般廃棄物処理基本計画 概要版 製本１００部（Ａ４判・８ペー

ジ・カラー刷り） 

   令和１０年３月まで     

  (7)  (1)から(6)までの成果物の本市の指定する形式（MS-Word、MS-Excel、PDF等）

の電子データ（随時） 

 (8)  その他作成した各種資料等は本市に随時提出するとともに、整理・保存し

て委託期間終了時にあらためて提出するものとする。 

 

８ 成果物の納品場所 

  府中市生活環境部資源循環推進課 

  （東京都府中市宮西町２丁目２４番地 府中市役所おもや３階） 

 

９ 支払条件 

  各年度について、完了後一括払いとする。 

 

10 その他 

 (1)  国の動向を注視し、新たな廃棄物行政に関する制度についての情報収集、

分析及び研究を行い、委託者に対し適宜有用な情報提供や助言、提案等を行

うものとする。 

 (2)  既存の各種行政資料を活用するなどにより本市の廃棄物行政を取り巻く現

状や特徴、本市のこれまで進めてきた施策の実績や方向性を踏まえ、委託者

に最適な助言や提案等を行うものとする。 

 (3)  受託者が本件契約に従い委託者に納入する成果物の所有権は、受託者から

当該成果物が納品されたときに、全て府中市に帰属するものとする。また、

成果物に関する著作権は、受託者が従前から著作権を有している場合を除き、

受託者から当該成果物が納入されたときに、全て府中市に帰属するものとす

る。 

 (4)  受託者は、本件委託業務が終了するまでの間、その進捗状況、リスク管理、

報告、個別作業の実施状況、成果物等の内訳確認、問題点の解決など本件委

託業務の遂行上必要な事項を協議するために、定期的に連絡会議を実施する

ものとする。また、連絡会議は委託者が必要と判断した場合は随時開催し、

報告を求め、もしくは調査することができるものとする。さらに、受託者は

当該連絡会議において構築体制図、進捗管理報告及び問題解決策（提案書）

などを作成・提出し、委託者の承認を受けるものとする。 

 (5)  本件委託業務において、仕様書等の内容変更が必要となった場合には、事

前に相手方に変更の内容及び理由を記載した書面を交付し、委託者及び受託

者双方の合意があった場合、変更を行うことができるものとする。また、詳
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細については両者による協議により決定するものとする。 

 (6)  個人情報の取扱いについて、本仕様書に係る条項のほか、別途本仕様書に

附属する「個人情報の取扱いに関する特約条項」に定めるものとする。また、

受託者は本市の定める「府中市情報セキュリティポリシー」を遵守するとと

もに、本件委託業務を遂行する上で知り得た本市に関する情報について、委

託者の事前の許可なく第三者に漏洩してはならない。また、受託者は本契約

終了後も当該秘密保持義務を負うものとする。 

 (7)  受託者は、本件委託業務の実施に必要十分な体制を確保するとともに、本

件委託業務の円滑な実施を図る観点から、委託契約期間中、統括責任者、主

たる業務担当候補者を始めとする実施体制の安定・継続を図るように努める

ものとする。 

 (8)  受託者は、本市が所持する本件委託業務の実施に必要な資料について、委

託者の事前の許可を得て、無償で貸与を受けることができるものとする。ま

た、受託者は業務の完了後は速やかに当該資料を委託者に返却するものとし、

貸与された資料の内容については、委託者の事前の許可なく第三者に漏洩し

てはならない。 

 (9)  成果物の納品後、成果物に誤り、不備もしくは不具合などが発見された場

合には、受託者の負担と責任で速やかに補正するものとする。 

 (10)  受託者は、本件委託業務の実施中に、国などによる制度改正等があった場

合については、当該改正等に柔軟に対応し、かつその内容を成果物に適切に

反映するものとする。 

 (11)  委託業務について他の者に再委託してはならないものとする。ただし、委

託業務を実施するために必要な場合で、委託者の承認を得た場合は、この限

りではないものとする。 

 (12)  この仕様書に定めのない事項については、両者が誠意をもって協議を行い、      

決定するものとする。 


